






Current Status and Issues Surrounding the Implementation of
 the “Half coming-of-age ceremony”
─　Exploring the goals of “special activities” and “integrated learning time”　─
Rumi Kawase
Abstract: This paper aims to consolidate the current goals and points of debate surrounding the 
“half coming-of-age ceremony,” and illuminate the reasons for the lack of resolution of the issues 
related to its implementation. In recent years, news reports and previous studies have raised 
questions about how information regarding one’s “family” is handled by the “half coming-of-age 
ceremony,” an event which has become increasingly popular. Despite previous studies indicating 
that the way in which the ceremony handles “family” information is problematic, the reasons 
why teachers in schools continue to handle “family” information in this way even as they are 
being scrutinized in news reports have not been elucidated. In addition, as previous studies 
have failed to examine the reasons why due consideration has not been given to the way “family” 
information is handled, a concrete means of resolving the problem going forward cannot be 
proposed. In order to overcome the limitations of previous studies, this paper examines the 
educational goals that anchor the “half coming-of-age ceremony” based on studying the goals 
of “special activities” and “integrated learning time.” By analyzing newspaper articles featuring 
guardians, children, and teachers recounting their personal experiences, this paper examines 
the factors why “family” information continues to be handled and suggests ways in which the 
problem can be tackled in the future. The results of our study showed that “family” information 
continues to be handled primarily as a result of the pressure to keep up with precedents as well 
as the discrepancy between schools and the mindsets of children and guardians. In addition, the 
study suggests that the “half coming-of-age ceremony” can be improved by raising awareness of 
the risks of disclosing information regarding one’s “family” and promoting a ceremony that does 
not involve the handling of “family” information.




































































































































































































































































































































































































































































































































































者や教師の中で，B さんや H さん，J さん，そして I
さんのような人々が〈家族〉について語ることに困難
さを抱えていることが認知されていないことによって
生じていると言える。この点を克服するためには，〈家
族〉について語る学習活動を含む単元が学校教育で行
われることによって，〈家族〉を語ることに困難さを
抱える児童や保護者にどのような影響を及ぼすのか，
学校現場の教師や保護者に周知していくことが必要と
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なる。それによって，「二分の一成人式」において〈家
族〉に関する内容が取り扱われることがなくなる環境
を整備していくことが求められる。
田中（2009）は，児童養護施設に入所した経験をも
つ子どもを対象に家族崩壊に関するインタビュー調査
を行い，彼 / 彼女らに家族崩壊というスティグマはど
のように付与され，そして彼 / 彼女らはそのスティグ
マから生じる不都合を回避するために，いかなる実践
を行うのか明らかにしている。家族崩壊を経験した
後に養護施設に入所したことでスティグマを負った
子どもたちには，一方で憐れみが，他方では「何らか
の問題を抱える」，「ちゃんとした家庭の子どもではな
い」といった「マイナスの期待」を受けることとな
る。彼 / 彼女らはそのような自己の立場を不快と感じ
るため，通常，その期待に応えるのではなく，それを
受ける立場から自己をずらそうとする。その中心的な
戦略となるのが，自己提示において行われる情報操作
（information management）である。家族崩壊によっ
てスティグマを負う彼 / 彼女らだが，外観においては
スティグマを負わない。したがって，「家族崩壊後の
子ども」だということが周囲に露呈して対人関係に気
まずさが生じたり，自己の行為・考え方に対してステ
レオタイプ的な要求が生じるなど，様々な面倒を回避
するために，「家族と暮らさない」という自己の情報
を隠蔽する。だがそのように自己の情報を完全に隠蔽
したり，一部の人間にのみ公表する部分的隠蔽を行う
ことは，「普通の人」として振る舞うことができる一
方で，いつ暴露されるか分からない不安を常に抱える
ことにもなる。対して積極的に公表したりすることで，
暴露される不安を放棄することとなるが，スティグマ
を呈示しながら対人関係を進めていかなければならな
いことを意味しているという。
ここから分かるのは，〈家族〉について語ることが
困難な児童や保護者は，自身の〈家族〉について開示
することにリスクを抱えており，そのリスクを回避す
るために情報操作をしている。そして彼 / 彼女らは，
その情報操作を行っていても，煩わしさを感じながら
暮らしているということである。
「二分の一成人式」で〈家族〉について取り扱われ
ることは，この情報操作によるリスク回避を妨げるも
のとなりうると言える。このような「二分の一成人式」
で〈家族〉が取り扱われることによる影響を，学校現
場の教師や保護者に周知していくことが，「二分の一
成人式」の改善方策には求められる。
６．まとめと今後の課題
本稿では，「二分の一成人式」の実施に関して，「特
別活動」と「総合的な学習の時間」の目標を踏まえて
「二分の一成人式」の基盤に存在する教育目標を検討
した上で，〈家族〉に関する内容が取り扱われ続ける
要因を考察し，今後に向けた具体的な改善の方向性を
示すことを試みた。そのために，「特別活動」と「総
合的な学習の時間」の目標から「二分の一成人式」の
基盤となる教育目標を検討し，そこでは〈家族〉に
関する言及がなされていないことを示した上で（第３
章），保護者や元児童，教師による体験談を分析し〈家
族〉に関する内容が取り扱われ続けてしまう要因を示
した（第４章）。その結果，〈家族〉が取り扱われてし
まう要因である，前年踏襲の圧力，学校現場と児童や
保護者の食い違いを解消するために，〈家族〉につい
て開示することのリスクを保護者や教師に対して周知
しながら〈家族〉を取り扱わない「二分の一成人式」
に向けた環境を整備していくことを，「二分の一成人
式」の改善の方向性として示した（第５章）。
日本の学校現場では，「開かれた学校」やコミュニ
ティスクール，「チーム学校」といった教育政策の下，
保護者を学校経営の担い手として巻き込み，子どもの
問題の解決や教育活動の充実を目指すことが推進され
てきた。そのような「家庭とつながる」学校が推奨さ
れる環境下で，〈家族〉に関する内容を取り入れた「二
分の一成人式」は，保護者の関心を喚起し，保護者の
積極的な学校参加を促す有効な戦略として学校現場で
機能してきたのではないだろうか。
そのような学校現場が置かれてきた環境，そして〈家
族〉の取り扱いが続けられる要因に配慮した上で，〈家
族〉から距離をとった「二分の一成人式」の実施が目
指されていくことが必要である。
したがって今後においては，〈家族〉について開示
することにリスクを抱える人々の存在や，その現状に
ついて保護者や教師に周知させていく具体的方策につ
いて，学校現場でのフィールドワーク等，実態に即し
た形で検討していくことが求められるだろう。
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【註】
１ 信頼できる支援者と共に子どもが自らのライフヒス
トリーを整理し，ライフストーリー（物語）として
つむいでいく取り組みである。社会的養護の場面
では，子どもの年齢や発達，理解度に応じて「自
分が生みの親と暮らしていない理由」を刻一刻と
変わる現在の家族状況に応じて共有していく。こ
のような「過去」と「現在」に対する現実的な理
解の上に，子ども自身の希望を含めた「未来」を
描けるような取り組みを行なっていく（徳永 2018）。
２ 「ライフヒストリーワーク」で自覚化され，明確になっ
た個々人の意見を個人の感想や経験に留めるので
はなく，政治的・社会的な制度改革に反映させる
手法である。ここでは，安心して自分の経験を語り，
共有できる場があることが最低限必要である。そ
の上で，誰を対象に行うのか，「何を語り，語らな
いのか」については個々の自発性が伴わなくては
ならない（徳永 2018）。
３ 毎日新聞，読売新聞，日本経済新聞，日本教育新
聞
４ 毎日新聞には，2015年２月27日朝刊に，「二分の一
成人式」の実施においてはさまざまな事情を持つ
家族への配慮が必要であるという内容改善を求め
る内容の記事が掲載された。しかしここでの内容
改善の論拠に用いられているのは内田良（名古屋
大学）氏のコメントであり，実際に「二分の一成人式」
を体験した当事者たちの体験を反映したものでは
ないため，本稿では資料として採用しなかった。
（主任指導教員　小川佳万）
